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○潮来市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例指導要綱 

平成４年３月２６日 

要綱第２号 

改正 平成２６年１０月３０日告示第１３６号 

（題名改称） 

令和３年３月３１日告示第４５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，潮来市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成２０年

条例第１７号。以下「条例」という。）及び潮来市土砂等による土地の埋立て等の規制に

関する条例施行規則（平成２０年規則第１２号。以下「規則」という。）の施行に関し，

必要な事項を定めるものとする。 

（平２６告示１３６・一部改正） 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は，条例の例による。 

（事業主等の責務） 

第３条 事業主等は，条例，規則その他関係法令で定める諸規制のほかこの要綱を遵守しな

ければならない。 

（事前協議） 

第４条 条例第５条第１項又は第６条第１項の規定による許可を受けようとする事業主等

は，当該許可の申請前に潮来市土砂等による土地の埋立て等に関する事前協議書（様式第

１号。以下「事前協議書」という。）を市長に提出し，協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には，次の各号に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

（１） 事業計画書（様式第４号） 

（２） 事業区域の位置を示した縮尺１０，０００分の１から２５，０００分の１までの

位置図 

（３） 事業区域の付近見取図 縮尺２，０００分の１以上（当該埋立て区域５００mの

範囲を含む。） 

（４） 事業区域及びこれに隣接する公図の写し，周辺の土地利用状況図 

（５） 事業区域地権者一覧（当該地権者ごとに地番，面積を明示する。） 

（６） 事業区域及びこれに隣接する土地の登記簿謄本 

（７） 土砂等発生・処分フローシート 
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（８） 事業区域の縮尺１，０００分の１以上の現況平面図及び現況断面図及び面積計算

書 

（９） 事業区域の計画平面図，計画断面図及び雨水排水計画図 

（１０） 土砂等の予定容量計算書 

（１１） 事業区域から土砂発生場所までの間の通路状況を示した縮尺１０，０００分の

１以上の搬入経路図及び土砂等の搬入計画書 

（１２） 隣接地権者，近隣住民及び地元区長の同意書 

（１３） 関係法令手続報告書（様式第２号） 

（１４） 地元関係者等の調整状況調書（様式第３号） 

（１５） その他市長が必要と認める書類及び図面 

（平２６告示１３６・令３告示４５・一部改正） 

（審査等） 

第５条 市長は，関係各課に，事前協議書等を審査に付するものとする。 

２ 関係各課は，事前協議書等の審査のため必要と認める場合には，事業主等に対し説明を

求めることができる。 

３ 許可申請書等については，審査会によって審査する。 

（平２６告示１３６・一部改正） 

（計画の変更等の指示） 

第６条 市長は，審査結果に基づき，事業主等に対し，事業を行うに当たっての留意事項の

提示及び計画変更の指示（以下「審査指示」という。）を行うことができる。 

２ 前項の審査指示を受けた事業主等は，指示された事項について所要の手続を行い，それ

を市長に報告するものとする。 

（事前協議済書） 

第７条 市長は，事業の施行が支障のないものと認めたときは，事業主等に対し，潮来市土

砂等による土地の埋立て等に関する事前協議済書（様式第５号。以下「事前協議済書」と

いう。）により通知するものとし，当該事前協議済書の有効期限は通知日から９０日間と

する。 

（平２６告示１３６・一部改正） 

（許可の申請） 

第８条 条例第５条第１項又は第６条第１項の規定による許可申請は，前条の事前協議済書

の通知を受けた後に行うものとする。 
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２ 規則に定める添付する書類及び図面は，次によるものとする。 

（１） 事業区域の位置を示した位置図の縮尺は，１０，０００分の１から２５，０００

分の１までとする。また，事業区域の付近見取図は，縮尺２，０００分の１以上，当該

埋立て区域５００mの範囲を含む。 

（２） 申請者の住民票の写し及び印鑑登録証明書，法人の場合は，法人の登記事項証明

書 

（３） 申請者が条例第７条第７号アに該当しないかどうかを審査するために必要と認め

られる書類及び申請者が破産手続開始の決定を受け復権を得ない者に該当しない旨の

市町村（特別区含む。以下同じ。）の長の証明書 

（４） 申請者が条例第７条第７号アからセまでに該当しない者であることを誓約する書

面 

（５） 申請者が条例第７条第７号サに規定する未成年にあっては，その法定代理人の住

民票の写し，その法定代理人が同号アに該当しないかどうかを審査するために必要と認

められる書類及びその法定代理人が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該

当しない旨の市町村の長の証明書（法定代理人が法人である場合にあっては，法人の登

記事項証明書並びに役員の住民票の写し，役員が同号アに該当しないかどうかを審査す

るために必要と認められる書類及び役員が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない

者に該当しない旨の市町村の長の証明書） 

（６） 申請者が法人である場合にあっては，役員の住民票の写し，役員が条例第７条第

７号アに該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書類及び役員が破産

手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村の長の証明書 

（７） 申請者が法人である場合において，発行済株式総数の１００分の５以上の株式を

有する株主又は出資額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者があると

きは，それらの者の住民票の写し，それらの者が条例第７条第７号アに該当しないかど

うかを審査するために必要と認められる書類及びそれらの者が破産手続開始の決定を

受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村の長の証明書（これらの者が法人である

場合にあっては，法人の登記事項証明書） 

（８） 申請者に第７条第９項に規定する使用人がある場合にあっては，その者の住民票

の写し，その者が条例第７条第７号アに該当しないかどうかを審査するために必要と認

められる書類及びその者が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない

旨の市町村の長の証明書 
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（９） 土地所有者一覧（当該地権者の土地ごとに番地，面積を明示する。） 

（１０） 事業区域及びこれに隣接する土地の登記事項証明書及び公図又は公図に準ずる

図面の写し，周囲の土地利用状況図 

（１１） 事業区域の土地の所有権を有しない場合は，土地を使用する権原を証する書面 

（１２） 申請者が他の者に埋立て等を施工させる場合は，請負契約書の写し。事業請負

契約書の写しは，事業主と事業施行者が印鑑登録されている印を押印したものとする。 

（１３） 施行管理者であることを証する書面 

（１４） 土地の埋立て等に用いる土砂等の搬入計画 

（１５） 土砂等発生元等証明書 

（１６） 土砂等の発生先から最終処分までの排出処分フローシート 

（１７） 土地の埋立て等に用いる土砂等の搬入経路図 

（１８） 事業区域の隣接地権者，近隣住民及び区長の同意書並びに地元関係者等の調整

状況調書 

（１９） 現況平面図及び現況断面図，面積計算書。図面の縮尺は，１，０００分の１以

上とする。 

（２０） 計画平面図，計画断面図及び雨水，排水対策計画図 

（２１） 土地の埋立て等に用いる土砂等の発生場所に係る位置を示す図面，現況平面図，

面積計算図，土量計算書 

（２２） 土地の埋立て等に用いる土砂等の発生場所においてボーリング試験を実施した

場合にあっては，土質柱状図 

（２３） 土砂等の予定容量計算書 

（２４） 土砂等の発生場所ごとの土壌調査の試料の採取位置図を示す図面及び写真。土

壌調査試料採取報告書及び地質分析結果証明書 

（２５） 埋立て等区域に係る表土の試料ごとの土壌調査の試料の採取位置図を示す図面

及び写真。土壌調査試料採取報告書及び地質分析結果証明書 

（２６） 擁壁を設置する場合は，擁壁の構造計算，応力算定及び断面査定を記載した構

造計算書 

（２７） 法令等に基づく許認可等を要するものがある場合は，許認可を受けたことを証

する書面及び関係法令手続報告書 

（２８） 事業区域の地耐力について平板載荷試験の結果に関する書類 

（２９） 誓約書は，事業主及び事業施行者が連署し，印鑑登録されている印を押印した
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ものとする。なお，事業施行者が法人の場合は，法人の登記簿謄本を添付すること。 

（３０） その他市長が必要と認める書類 

（平２６告示１３６・令３告示４５・一部改正） 

（施行基準の遵守） 

第９条 事業主等は，事業施行に当たっては，規則で定める施行基準のほか，次のことを遵

守するよう努めなければならない。 

（１） 周辺対策 

事業の施行に当たっては，粉じん，騒音，振動及び土砂等の流失等の防止対策を講じ，

周辺の生活環境を損なわないようにすること。 

（２） 事業期間 

事業の期間は，埋立て及び盛土は３年以内，たい積は３箇月以内とすること。ただし，

事業期間がそれ以上になる場合は，事前に協議すること。 

（３） 作業時間等 

ア 作業時間は，午前９時００分から午後５時までとすること。 

イ 日曜日，祝祭日及び年末年始は，作業を行わないこと。 

（４） 交通安全対策 

ア 土砂等の搬入経路は，あらかじめ道路管理者と協議すること。 

イ 土砂等の搬入経路が通学路の場合は，登下校時間帯の通行禁止等危険防止のために

必要な措置を講じること。 

（５） 安全対策 

ア 事業区域の周囲には，規則で定める柵又は塀を設けること。 

イ 出入口は原則として１箇所とし，不法投棄がされないような構造とすること。 

（６） 事業施行上の基準 

ア 土砂等による土地の埋立て，盛土及びたい積の法勾配は，３５度以下とする。 

イ 事業を完了するときは，敷均しを行い，十分転圧し，整地をすること。 

（平２６告示１３６・一部改正） 

（事故時の措置） 

第１０条 事業主等は，事業の施行により事故が生じたときは，その事業を直ちに停止し，

緊急措置を講ずるとともに速やかに市長にその状況を報告するものとする。 

（書類等の提出先） 

第１１条 条例，規則及び要綱の規定により市長に提出する書類及び図面の提出先は，環境
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課とする。 

２ 条例，規則及び要綱の規定により市長に提出する書類は，正副２通とする。 

（平２６告示１３６・一部改正） 

附 則 

この要綱は，平成４年６月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１０月３０日告示第１３６号） 

この告示は，公表の日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日告示第４５号） 

この告示は，令和３年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

（平２６告示１３６・全改） 

様式第２号（第４条関係） 

（平２６告示１３６・追加） 

様式第３号（第４条関係） 

（平２６告示１３６・追加） 

様式第４号（第４条関係） 

（平２６告示１３６・全改） 

様式第５号（第７条関係） 

（平２６告示１３６・全改） 

様式第６号（第８条関係） 

（平２６告示１３６・全改） 

 


